
）

その他（　 ）

Ｈ

広報紙配布部数
シルバー人材センターによるポスティン
グ部数（月平均）

部

その他（ ）

公害（大気汚染・騒音等）の発生

⑤
実
績
・
成
果

　 項目名 計算方法 単位

活動実績

広報紙作成部数 年間発行総部数 部

事業費合計 50,986

2.16

一般財源財
源
内
訳

国・県支出金

50,986

各担当課や関係機関から、行政として伝えていく必要がある情報を絶えず収集し、毎月1回発行している。紙面では、特集なども企画し積極的に読者に役立つ情報を
発信している。配布方法は、シルバー人材センターへの委託を実施し、市内全世帯・事業所にポスティングにより配布。そのほかに紙面と同一の掲載情報についてイ
ンターネットにより配信している。

決　　　算　（見込み含む） 29,688 30,237

人） （

正規職員人件費 2.30 21,298

450,199 人市民及び市内事業所の就業者 平成
対象数 単位

平成

23

22対象（誰を、何を対象としているのか）

基本
方針

事業開始の背景
昭和27年に広報紙が創刊された。それまでの行政情報の伝達手段としては、相互の連絡や掲示板のようなものでコミュニケーションが図られてい
た。市の発展に伴い世帯数も増加し、これまでの情報伝達の手段に限界が生じ、新聞形態の伝達方法が必要になり開始した。

総合計画の体系 章 行財政運営 市政情報の共有化を図ります

事業の種別

情報公開と市民参加節

分野別計画・指針

広報課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 広報紙グループ

ホームページ運用事業

■ □ □

年度 →

事業コード
広報紙発行事業

平成 24 年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

020501

①事務事業名
担
当
部
課終了年度　　　平成 年度

部課コード 020500 ℡ 2998-9024

根拠法令
②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業
所沢市広報規則

事業の具体的な内容及び実施方法

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

開始年度　　　昭和 27

年度 （千円）

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

市民に密着した生活情報を的確に適切な時期に市民に伝達することで、市民生活における利便性が向上するとともに、市が進めて行かなければならない行政課題等
をわかりやすく提供することで、市民が市政に関心を持つ。

年度 450,178 人

年度

23 年度 （千円）

④
経
　
　
　
費

≪会計種別≫ 一般会計 平成 22 （千円）

当初予算 46,658 38,111 36,569

平成 24 年度平成

（（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員） （ 人）

50,090

人

人）

人

（ 人）

19,853

将来目標

2,068,740

168,330 156,337

50,090 36,569

22 Ｈ 23 H24見込み

1,919,340

実　績 168,330

目標値 155,774
広報紙配布率（H22）
広報紙満足度（H23）

配布部数÷（世帯数＋市内事業所数）
（H22）
市民意識調査（H23）

％

％

「実績」の拡大を図る

「実績」の縮小を図る

77.50

継続

52.90

77.50

成果指標

達成率

現状維持

増額次年度予算

現状維持

事業の活動（回数、範囲など）

事業の実施方法

減額

縮小

現状維持

改善・効率化

⑥
評
　
　
　
　
価

評価
今
後
の

方
向
性

評価日 H24.5.28 評価者職氏名

昨年度、初めて来庁者に対し、課単独で広報紙のアンケートを行った。今後も定期的に行い、市民が知りたい情報の把握に努めていく。

評価理由と今後の方向性（課題と対応）

終了

レイアウトは市民に親しまれる広報紙となるうえで、重要な要素である。今後も、こうした点をふまえ、編集していく。

108 68.26

）その他（

昨年度中に改善した点

東日本大震災後の電力供給の不安定さを受け、急きょ表紙（１面）の企画として環境問題に焦点をあてた。これにより、改めて市民に環境に配慮した生活を勧め、ライ
フスタイルの変化を求めた。

拡大

広報課長　粕谷　信由

事務改善ミーティングで示された意見とその対応

原因活動( 広報ところざわの発行・配布 ) 規制を受ける
主な環境法令
等の名称6-1環境情報の収集・活用

⑦
環
境
影
響

原因活動( 市政情報の発信 )

有益な
環境影響

（重大なもの
には○）

○ 市政情報の共有化

廃棄物の排出有害な
環境影響

（重大なもの
には○）

天然資源(森林･化石燃料)の減少

有害な影響を
与える緊急事
態の内容その他（

※「財源内訳」について
平成24年度のみ、当初予算の内訳と
なっています。


